
鳥取市低年齢児受入施設保育士等特別配置事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨)   

第１条 この要綱は、鳥取市低年齢児受入施設保育士等特別配置事業費補助金（以下「本補助

金」という。）の交付について、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助金の交付目的） 

第２条 本補助金は、１歳児の保育対策を円滑に実施することにより、児童福祉の向上を図る

ことを目的として交付する。 

 

（補助対象者） 

第３条 本補助金の交付の対象となる者は、市内の次項の規定による特別配置基準適用施設を

設置運営するものとする。 

２ 特別配置基準適用施設とは、年齢別配置基準のうち、１歳児に係る保育士又は保育教諭（鳥

取県児童福祉施設に関する条例（平成２４年鳥取県条例第７９号）附則第３項から第５項

まで、鳥取県認定こども園に関する条例（平成２６年鳥取県条例第４３号）附則第４条か

ら第６条まで、及び鳥取県認定こども園に関する条例施行規則（平成２６年鳥取県規則第

５３号）附則第３条により保育士とみなされる者を含む。以下「保育士等」という。）の配

置基準を１歳児４．５人につき１人により実施する市内に所在する次の施設とする。この場

合において、当該施設は、特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、

特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基

準等（平成２７年内閣府告示第４９号）第１条第１２号に規定する公定価格の算出において

充足すべき職員数を満たした上で、本補助金において求める職員数を充足する施設とする。 

（１） 特定教育・保育施設 

（２） 特定地域型保育事業所（家庭的保育事業、小規模保育事業Ｃ型及び居宅訪問型保育事

業の事業所を除く。） 

 

（補助金の算定） 

第４条 本補助金の額は、別表により算出して得た額とし、予算の範囲内で交付するものとす

る。 

 

（交付申請） 

第５条 規則第４条に定める事業計画書は、様式第１号及び様式第２号とする。 

２ 本補助金の交付申請は、市長が別に定める日までに行わなければならない。 

 

 （承認を要しない変更） 

第６条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更とする。 

（１） 本補助金の増額 

（２） 本補助金の２割を超える減額 

 

 （着手届の提出） 



第７条 本補助金の交付に係る事業は、規則第１０条第１項第３号の市長が別に定める場合と

し、同項に規定する着手届の提出を要しないものとする。 

 

（実績報告） 

第８条 規則第１２条に定める実績報告書は、様式第１号及び様式第２号とする。 

２ 実績報告書の提出は、補助事業の完了日又は中止若しくは廃止の日から３０日を経過する

日と、補助事業の完了日が属する年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに行わな

ければならない。 

 

（雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、健康こども部

長が別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成１４年９月１０日から施行し、平成１４年度の補助金から適用する。 

 
  附 則 

この要綱は、平成１５年６月１０日から施行し、平成１５年度の補助金から適用する。 

 
附 則 

 この要綱は、平成１６年５月１日から施行し、平成１６年度の補助金から適用する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年９月６日から施行し、平成２４年度の補助金から適用する。 

（調整規定） 

２ 平成２４年度の補助事業実施にあたっては、別表第４欄の補助単価要件中「４月初日現在」 

とあるのは「９月初日現在」と、「前年度４月初日現在」とあるのは「４月初日現在」と読

み替るものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年７月３日から施行し、平成２５年度の補助金から適用する。 

（調整規定） 

２ 平成２５年度の補助事業実施にあたっては、別表第４欄の補助単価要件中「４月初日現在」

とあるのは「８月初日現在」と読み替えるものとする。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２７年９月１日から施行し、平成２７年度の補助金から適用する。 

 

附 則 



この要綱は、平成２８年１２月１５日から施行し、平成２８年度の補助金から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年８月２９日から施行し、平成２９年度の補助金から適用する。 

 

  附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、平成３０年８月３０日から施行し、平成３０年度の補助金から適用する。 

（経過措置） 

２ 改正後の鳥取市低年齢児受入施設保育士等特別配置事業費補助金交付要綱（以下「改正

後要綱」という。）第４条の規定にかかわらず、平成３０年度の事業においては、次の要

件をすべて満たす施設についても、正規職員単価を適用するものとする。 

３ 前項の場合において、改正後要綱第５条第１項、第８条第１項に定める様式は、市長が

別に定める様式とする。 

保育所設置者区分 補助単価要件 

複数の施設を運営

している者 

１ １歳児を担当する全ての保育士等が正規職員であること。 

２ ４月初日現在の運営する全ての施設の正規職員保育士等の合計人数が新規雇

用（非正規雇用からの雇い替え含む。以下同じ。）により前年４月初日現在の正

規職員保育士等の合計人数より多く、かつ、本補助単価を適用する施設における

４月初日現在の正規職員保育士等の人数が新規雇用により前年４月初日現在の

正規職員保育士等の人数より多いこと。ただし、本補助単価を適用した次年度以

降は、運営する全ての施設の各年度の４月初日現在の正規職員保育士等の合計人

数が本補助単価適用初年度の正規職員保育士等の合計人数以上であり、かつ、本

補助単価を適用する施設の各年度の４月初日現在の正規職員保育士等の人数が

本補助単価適用初年度の正規職員保育士等の人数以上であること。 

※ 本補助単価を適用する施設数は、４月初日現在の運営する全ての施設の正規職

員保育士等の合計人数から前年４月初日現在の正規職員保育士等の合計人数を

引いた増加数を上限とする。 

※ 運営する施設数に増減があった場合には、当該年度については本補助単価によ

る算定は行わず、次年度以降にあらためて要件の充足について判断するものとす

る。 

複数の施設を運営

している者以外 

１ １歳児を担当する全ての保育士等が正規職員であること。 

２ 施設における４月初日現在の正規職員保育士等の人数が新規雇用により前

年４月初日現在の正規職員保育士等の人数より多いこと。ただし、本補助単価を

適用した次年度以降は、各年度における４月初日現在の正規職員保育士等数が本

補助単価適用初年度の正規職員保育士等の人数以上であること。 



別表 

１ 

算出基準 

２ 

基準額 

補助単価に各月の配置保育時差人役を乗じて算出した額 ⑴ 実配置の正規職員数が、施設全体での県配置基準上必要な保育士数以上である場合 

正規職員単価を適用することとし、単価適用については４月１日時点で判断する。この場

合において、配置基準については、１歳児の配置基準は４．５：１、３歳児の配置基準は１

５：１とする。 

正規職員単価（２７５，０００円）×保育士差人役 

⑵ 実配置の正規職員数が、施設全体での県配置基準上必要な保育士数未満である場合 

非正規職員単価を適用することとし、単価適用については４月１日時点で判断する。 

非正規職員単価（１５９，７５０円）×保育士差人役 

 



様式第１号（第５条、第８条関係）

法人名

補助基準額
（円）

0

補助区分

鳥取市低年齢児受入施設保育士等特別配置（総括）事業計画書(実績報告書）

合　計

２，実配置の正規職員数が、施設全体での県配置基準上必要な保育士数未満である場合

１，実配置の正規職員数が、施設全体での県配置基準上必要な保育士数以上である場合



様式第２号（第５条、第８条関係）

法人名　　　　　　　　　　

１　要 補 助 額

施設名

B

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 円

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
計

（施設数計：　　カ所）

８月 ９月 １０月 １１月４月

鳥取市低年齢児受入施設保育士等特別配置事業計画書(実績報告書）

施設
種別

公・私
の　別

１歳児担当保育士等加配人数見込み（実績） 補助基準額
単価×A

５月 ６月 ７月 ３月
計
A

　　　　　（２）　「施設種別」には、保育所、認定こども園、小規模保育事業Ａ型、小規模保育事業Ｂ型、事業所内保育事業の別を記載すること。
　　　　　　　　　　※２　正規職員とは、就業規則等により定められた1日（週）の所定労働時間（日）就業し、かつ、雇用契約書等における雇用期間に定めがなく、被用者保険に加入する者。
　　　　　　　　　　※１　4月1日時点で正規職員単価を適用した場合において、実配置保育士等の正規職員数が、施設全体での県配置基準上必要な保育士数以下となる月の「加配人役」は０とする。
　　　　　　　　　　また、単価適用は4月1日で状況を判定し、年度中途での単価適用の変更は認めない。

２月１２月 １月

　　　　　　　　　　実配置保育士等の正規職員数が、施設全体での県配置基準上必要な保育士数未満である場合は非正規職員単価を用いることとする。
（注意）　（１）　「補助基準額単価」において、実配置保育士等の正規職員数が、施設全体での県配置基準上必要な保育士数以上である場合は正規職員単価を、



様式第２号（第５条、第８条関係）

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

０歳児 １／３ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１／4.5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１／６ 0 0 0 0 0 0

２歳児 １／６ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３歳児 １／20

３歳児配置
改善加算

１／15 ― ― ― ― ― ―

４歳～ １／30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否

○ ○ ○ ○ ○ ○
単価適用
非正規

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

０歳児 １／３ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１／4.5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１／６ 0 0 0 0 0 0

２歳児 １／６ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３歳児 １／20

３歳児配置
改善加算

１／15 ― ― ― ― ― ―

４歳～ １／30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否

○ ○ ○ ○ ○ ○

（注意）　児童の欄には、各月初日現在の児童数を記入すること。　所長設置加算が適用されている保育所の場合、「その他加配保育士⑥」と「実配置保育士数」に所長は含めないこと。　

施設名 区分
児童

小　計　①

２　支給要件判定表（保育所用）

実配置保育士数

4月

保育士 保育士
差人役
(A)-(B)

差人役
(A)-(B)

差人役
(A)-(B)

児童 児童
保育士

5月 6月 7月 8月 9月

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

児童
保育士 保育士

差人役
(A)-(B)

１歳児

児童
差人役
(A)-(B)

差人役
(A)-(B)

うち正職員数

標準時間配置職員　③

小　計　（①＋②＋③）④

その他加配保育士　⑥

合　計
（④＋⑤＋⑥）

1月 2月 3月

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

児童 児童
保育士

差人役
(A)-(B)

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

１歳児

合　計
（④＋⑤＋⑥）

小　計　（①＋②＋③）④

主任保育士加配 ⑤

小　計　①

利用定員90人以下 ②

標準時間配置職員　③

利用定員90人以下 ②

その他加配保育士　⑥

0 0 0

主任保育士加配 ⑤

10月 11月 12月

保育士

実配置保育士数

うち正職員数

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 00 0 0 0 0 0



様式第２号（第５条、第８条関係）

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

０歳児 １／３ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１／4.5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１／６ 0 0 0 0 0 0

２歳児 １／６ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３歳児 １／20

３歳児配置
改善加算

１／15 ―

４歳～ １／30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

満３歳児加配⑤ １／６ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否

○ ○ ○ ○ ○ ○
単価適用

非正規

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

０歳児 １／３ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１／4.5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１／６ 0 0 0 0 0 0

２歳児 １／６ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３歳児 １／20

３歳児配置
改善加算

１／15

４歳～ １／30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

満３歳児加配⑤ １／６ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否

○ ○ ○ ○ ○ ○

（注意）　・　児童の欄には、各月初日現在の児童数を記入すること。　　・　園長（施設長）、園長が専任でない場合に配置する１名及び施設長に係る経過措置に係る職員は除くこと。

9月

保育教諭
児童 児童

施設名 区分 保育教諭
差人役
(A)-(B)

保育教諭
児童

保育教諭

0 0

保育教諭
児童

主幹保育教諭等専任　⑥

利用定員90人以下 ②

合　計
（④～⑧）

主幹保育教諭等専任　⑥

チーム保育加配　⑦
(教育補助者除く)

１歳児

その他加配保育教諭　⑧

標準時間配置職員　③

小　計　①

児童 児童

２　支給要件判定表（認定こども園用）

4月 5月 6月 7月

差人役
(A)-(B)

差人役
(A)-(B)

8月

差人役
(A)-(B)

１歳児

差人役
(A)-(B)

児童
保育教諭

差人役
(A)-(B)

児童

3月

差人役
(A)-(B)

10月 11月 12月 1月

児童
保育教諭保育教諭

差人役
(A)-(B)

保育教諭
差人役
(A)-(B)

児童
差人役
(A)-(B)

児童
保育教諭

児童
保育教諭

差人役
(A)-(B)

保育教諭
差人役
(A)-(B)

2月

標準時間配置職員　③

うち正職員数

合　計
（④～⑧）

小　計（①＋②＋③）　④

小　計（①＋②＋③）　④

実配置保育教諭数

チーム保育加配　⑦
(教育補助者除く)

その他加配保育教諭　⑧

小　計　①

利用定員90人以下 ②

実配置保育教諭数

うち正職員数

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 00 0 0 0 0 0



様式第２号（第５条、第８条関係）

２　支給要件判定表（小規模保育事業A型・B型用）

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

０歳児 １／３ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１／4.5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１／６ 0 0 0 0 0 0

２歳児 １／６ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

障がい児保育加算　⑤ １／２ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否

○ ○ ○ ○ ○ ○
単価適用

正規

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

０歳児 １／３ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１／4.5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１／６ 0 0 0 0 0 0

２歳児 １／６ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

障がい児保育加算　⑤ １／２ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否

○ ○ ○ ○ ○ ○

（注意）　児童の欄には、各月初日現在の児童数を記入すること。なお、障害児保育加算の認定を受けている事業所においては、障がい児の欄に障がい児数を記入し、各年齢の児童数からは障がい児を除くこと。

施設名 区分
差人役
(A)-(B)

差人役
(A)-(B)

4月 5月 8月

差人役
(A)-(B)

1月

差人役
(A)-(B)

児童 児童

配置基準上保育士 ②

管理者設置加算 ③

合　計
（①～⑤）

10月

6月 7月

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

児童

11月 12月

保育士

9月

保育士
差人役
(A)-(B)

保育士
差人役
(A)-(B)

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

児童
保育士

保育士
差人役
(A)-(B)

児童
保育士

児童

保育士
児童

3月

差人役
(A)-(B)

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

児童

配置基準上保育士 ②

合　計
（①～⑤）

その他加配保育士　④

その他加配保育士　④

保育士

2月

保育士
差人役
(A)-(B)

児童

１歳児

実配置保育士数

うち正職員数

実配置保育士数

うち正職員数

管理者設置加算 ③

小　計　①

１歳児

小　計　①



様式第２号（第５条、第８条関係）

２　支給要件判定表（事業所内保育事業用）

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

０歳児 １／３ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１／4.5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１／６ 0 0 0 0 0 0

２歳児 １／６ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

障がい児保育加算　⑥ １／２ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否

○ ○ ○ ○ ○ ○
単価適用

正規

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

加配
(A)

基準
(B)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

０歳児 １／３ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１／4.5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１／６ 0 0 0 0 0 0

２歳児 １／６ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

障がい児保育加算　⑥ １／２ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否 計上の可否

○ ○ ○ ○ ○ ○

（注意）　児童の欄には、各月初日現在の児童数を記入すること。なお、障害児保育加算の認定を受けている事業所においては、障がい児の欄に障がい児数を記入し、各年齢の児童数からは障がい児を除くこと。

利用定員20人以上 ③

うち正職員数

管理者設置加算 ④

その他加配保育士　⑤

合　計
（①～⑥）

実配置保育士数

小　計　①

配置基準上保育士 ②

利用定員20人以上 ③

保育士
差人役
(A)-(B)

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

１歳児

10月 11月 3月

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

12月 1月 2月

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

児童

うち正職員数

小　計　①

配置基準上保育士 ②

管理者設置加算 ④

その他加配保育士　⑤

１歳児

合　計
（①～⑥）

実配置保育士数

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

8月 9月

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

児童
保育士

差人役
(A)-(B)

児童
保育士施設名 区分

4月 5月 6月 7月

差人役
(A)-(B)

児童
保育士

差人役
(A)-(B)


